































2.研 究 の ね ら い ・目的
第二次大戦後の独立を契機 として東南 アジァは大きな経済社会の変 動を経験 した。その
なか では森 林は経済成長 の原 資と しての役割が大 き く、そのため森林や周 辺地域 の環境、
社会 に大 きな影響を与えた。この変化 は当然社会にそれによ り引き起 こされ るス トレスを
もた らす。 この環境の劣化の把 握の仕方がその解 決の方 向とも関係す る ものである。
森林開発の影響を定量的に評価す るために、地域 資源環境勘定の手 法の理論的 ・実証的
研究 を 目的 とす る。理論的には、貨 幣経済 システムが十分 に機能 して いない地域 における
環境 の変化を把握す るための手法 と しては、帰属計算 による貨幣的評価 は、市場の機能が
西欧 とは異な る第三世界では現実離れ した ものにな って しまうことか ら、 これ らの影響を
受 けない環境の実態把握の手法 が求め られるか らである。
このため東南ア ジアの諸国の環境情報の把握の仕方、その制約条件等の検討を通 して社
会が環境の変化にいかに対応 して いるのかを見 る。
3.平 成8年 度 の研 究 成果
1)研 究会
池本班小池班合同研究会(1997年6月20日)
[報告1]永 田好克(東 南アジア研究セ ンター)「NETVISか らの環境変容把握の可
能性:タ イにお ける村落データベースの整備」
タイで政府が大学に委 託 した村落の特性を記載 したデータを異時点 につ いてデー タベー
ス化 した。 この時調査年 次毎 に様式が異な るためそのデータベ ース化 には困難が ともな っ
た。 そのデータベースは以 下の3つ により構成されている。
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・村 落ID番 号履歴デー タベース
・村 落位置 データベース
・データ地 図
この うち履歴 データベース は調査年次 によ り対象 となる村 落のIDが 変 わるためその対
応 関係 をつけるためのデータベ ースである。
含 んで いる項 目は、
人 口(家 計数 、区域面積、保護森林 の専有、財産 税)
水資源(井 戸、た め池、農業用水資源)
公共施設(宗 教施設、米穀バ ンク、役 牛バ ンク、学校 、集会施設 、図書館、病院、売
店 、駐在所)
電力(電 力供給、 テ レビ台数)






稲作(作 付 け面積、作付 け回数、収量、価格、品種、施肥)









農業機械(役 牛飼養頭数 、所有 ・借 り入れ農業機械)




諸活動(宗 教 、文 化、スポーツ活動の頻度)
衛生状態(新 生児数、死亡数、栄養状 態、児童 ・成人患者数、婦人死亡数、家族 計画、
接種)
な どで、 これ らの項 目について 日本の農業集落カー ドとの比較が試み られた。
[報告2]小 池浩一 郎
「資源環境勘定 の枠組 みと発展途上国」
従 来の国民経済 計算 は環境 の質 に対する枠組 みを もっていなか った。これ に対応す る も
の と して1970年頃か ら資源環境勘定 という手法が提案 され北欧諸 国 などで試行的 な作業
がすすめ られている。その枠組 みは資源の意味での環境の ファン ド要 素のス トック表 と廃
棄の フロー量を表すマスバ ランス表 そ してそれ らを国民経済計算 と連結す るセクター商 品
表に より構成 されている(図 一1)。
環 境の状況をいかに把握するか、 この時に環境問題の特殊性か らバ イアスが発生す るが、
それ らを避 けるために実物勘定で保存量により環境の状況を表現 しようとする試みで ある。
例えば燃料林 の伐採 等では、林業 担当部 局によ る伐採量は著 しい過 少評価 にな って いる。
他方 家計調査等による ものでは、比較的実状 を反映 した値にな ってい ると思われ る。 この
ような コンシステ ンシイの条件が さまざまな項 目の組み合わせ につ いて調整す る必 要が あ
り、 自動的に、統 計諸量 の不適合が減少す ることとな る。
この枠組 みの もう一つ の大 きな課題は、公害 の深刻化に関係 する大気、水 あるいは土壌
への各種物質の排出量の情報が得 に くい ことで ある。木材 関連産業の場合 もっとも問題 に
な るのは、製紙工場か らの廃液で ある。 これ は先進国では排水処理 は当然の こととして行
われてい るが、ほ とん ど処理 されず に排出され るようなケース もある。 また漂 白技術 も塩
素を用 いるものであ りダイオキシ ンの生成 の可能性がたかい。
2)海 外調査
ナイ ジェ リア ・ガーナ調査1997年7月 一9月
環境の劣化に対す る地 域社会 システ ムの変化を さぐるための 聞き取 りと資料収集のため
の調査で ある。
ガ ーナでは政府機関、ガーナ・大学 とともにクマ シ周辺 の村 落で調査 をお こなった。従来
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の村落共同体 による土地処分権 と北部半乾燥地か らの移入農民の耕作権の重層 的な構造は、
土地利用 特 に地力 の維持 や森林の保全 に大 きな影響を与えて い る。19世紀 末の英 国 との
戦争に敗れて以来、 およそ100年の間に この地域 は非常に大きな人 口移動 と環境 の変 化を
うけてい る。 この 中で従来の村 落共 同体 よ りは移入農 民の ほうが国際的な商品作物 の生産
とい うことで環境へのイ ンパ ク トは大 きい。他方従来 の村 落は彼 らか らの地代に依 存す る
とい う構造がで きあが っている。 このよ うな社会構造で従来の農民共 同体の慣行 は、環境




















図 一1国 民経済計算体系(国 民所得)
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ナイジェ リアはガ ーナ ほどの直接統治で はなか ったため村 あるいは上級 の権威 の勢力 は
保 たれて いる。 さ らに北部乾燥地か らかつて移住 したエスニ ックグループが湿潤地農民集
団を支配 してい る事例が多い。 ここでは土地利用上の地代収奪 とい う問題 以箭 に土地 の牧
畜 的利用 か農耕的利用か とい う根本 的な乖離が残 されている。独立後の経 緯 もあ りこの南
北 問題 はよ り大規模化 し変質 しなが ら維持 されている。重層的な権威主義 におけ る環境 を
維持す る社会 システム とうい視 点か らは複雑な地域で ある。
4.研 究 成 果 と フ ロ ンテ ィア
このため、は じめ に勘定手法の安定性についての理論的検討をお こな った。研究の歴史
的発展の視点か ら、国連統計局の資源エネルギーバ ラ ンスの持つ特性 の解析 とそ の拡張の
変化 につ いて追跡 した。 これに よれば、物質バ ランス手法で は統計的な誤差脱漏 の大 きさ
もコ ン トロール可能な ことがわか った。エネルギーバ ラ ンス についてはエネルギ ーが質 的
に変化の大 きい もので あり、その質 の差異を情報 として含むバ ランス表現 には依然 問題が
大 きいといえ よう。
次 に開発途上 国にお ける地域資源環境の試算上の問題点 は、燃料利用 の推計上 の不一致
が大 きいことで ある。森林管理担 当部局に よる燃料用木材の伐採量 は、 ほとん ど全ての国
にお いて大幅な過少推計にな って いる。 もう一 つの問題は、物質バ ラ ンス表において木材
加工産業の環埠 への排 出量 のデータが公式には計測 されていないことであ る。 このため中
位の技術 を有す る事業所のデータを用いれば一次 的な接近は可能で あることが明 らか とな
った。環境勘定を 「南」に適用す るに当た ってはい くつかの間題が ある。その一つは 「南」
で は統計制度が まだ整備 されてお らず、特 に環境 に関する統計がほとん どないことである。
これ につ いては予算、人員の面での制約 もあるが 、公害をあ る程度黙認 しつつ経済成 長を
達成 しよ うとす る政治的な要請 も関係 していると考え られる。 これ については物量的な勘
定型 のアプローチが環境統 計の必要性について のむ しろ刺激 となるで あろ。
次 に環境の把握の統一性 の問題である。資源環境勘定の表現の ように資源 と環境 はと り
あえず別 のもの として とらえ られて いるが、森林 の例で考えれば明 らかな ように これ らは
本来 は同一・物で ある。つま り図一2で はな く図一3の ように把握 しなければな らない。 こ



























その第一次接近は廃棄物による環境 の変化を明示的に扱 う情報の整備である。 もう一つ
の可能性 と して森林勘定を土地 勘定 に拡張 してい くという方 向も考え られ る。土地 とい う
概念で あれば排 出物の空間的把 握が網羅的にな りうるか らであ る。
5.メ ンバ ーの研 究 業 績(平 成8年 度 発衰 分)
小池浩一郎
r森林資源勘定 北欧の経験 ・アジアの試み』(藤 崎成昭と共編)ア ジア経済研究所,1997.
Forest Resource Accounting: The Nordic Experience and Asian Experiments (Co-edidted with S. Fuji -
   saki) Institute of Developing Economies, 1997.
「森林破壊」 「総合的地域研究』第15号:55-56,1996.
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